
法律第二十七号（平三〇・五・二三） 

  ◎株式会社地域経済活性化支援機構法の一部を改正する法律 

 株式会社地域経済活性化支援機構法（平成二十一年法律第六十三号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第二十二条第一項第六号中「第三十三条第二項第二号」を「第三十三条第二項第三号」

に改める。 

 第二十五条第八項及び第三十二条の二第七項中「平成三十年三月三十一日」を「平成三

十三年三月三十一日」に改める。 

 第三十二条の十第四項中「第三十三条第二項第一号」を「第三十三条第二項第二号」に

改める。 

 第三十二条の十二第四項中「第三十三条第二項第二号」を「第三十三条第二項第三号」

に改め、同条第五項中「平成三十年三月三十一日」を「平成三十三年三月三十一日」に改

める。 

 第三十二条の十三第三項中「平成三十年三月三十一日」を「平成三十三年三月三十一

日」に改める。 

 第三十三条第二項第一号中「、特定支援決定、特定信託引受決定又は特定出資決定」を

「又は特定支援決定」に、「、第三十二条の二第七項ただし書、第三十二条の九第六項た

だし書又は第三十二条の十第五項ただし書」を「又は第三十二条の二第七項ただし書」に、

「平成三十五年三月三十一日」を「平成三十八年三月三十一日」に改め、同項第二号中

「平成三十五年三月三十一日」を「平成三十八年三月三十一日」に改め、同号を同項第三

号とし、同項第一号の次に次の一号を加える。 

 二 特定信託引受決定又は特定出資決定 これらの決定の日から五年以内（第三十二条

の九第六項ただし書又は第三十二条の十第五項ただし書の認可を受けてこれらの決定

を行った場合は、平成三十五年三月三十一日まで）で、かつ、できる限り短い期間 

 第三十三条第三項中「再生支援決定」の下に「の日から五年以内（第二十五条第八項た

だし書の認可を受けて再生支援決定を行った場合は、平成三十八年三月三十一日まで）」

を加え、「第二十五条第八項ただし書又は」を削り、「これらの決定」を「特定信託引受

決定」に改め、同条第四項中「平成三十五年三月三十一日」を「平成三十八年三月三十一

日」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この法律の施行の日（次項において「施行日」という。）前にこの法律による改正前

の株式会社地域経済活性化支援機構法（同項において「旧法」という。）第二十五条第

八項ただし書の認可を受けた事業者については、この法律による改正後の株式会社地域



経済活性化支援機構法（以下「新法」という。）第二十五条第八項ただし書の認可を受

けていないものとみなして、同項及び新法第三十三条第二項の規定を適用する。 

３ 施行日前に旧法第三十二条の二第七項ただし書の認可を受けた事業者及びその代表者

等については、新法第三十二条の二第七項ただし書の認可を受けていないものとみなし

て、同項及び新法第三十三条第二項の規定を適用する。 

 （検討） 

４ 政府は、この法律の施行後三年を目途として、新法の施行の状況について検討を加え、

その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

（内閣総理・総務・財務・厚生労働・経済産業大臣署名） 

 


